
（様式５）                                 （新設） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
審査基準（申請に対する処分関係） 
 

資料番号 10-2 担当課 土木管理課 

法令名 建設業法 根拠条項 第17条の３ 
許認可等

の内容 
建設業の相続 

（根拠規定） 
 

〇建設業法 
（相続） 

第十七条の三 建設業者が死亡した場合において、当該建設業者（以下この条において「被相続

人」という。）の相続人（相続人が二人以上ある場合において、その全員の同意により被相続人

の営んでいた建設業の全部を承継すべき相続人を選定したときは、その者。以下この条におい

て単に「相続人」という。）が被相続人の営んでいた建設業の全部を引き続き営もうとするとき

（被相続人が一般建設業の許可を受けていた場合にあつては相続人が当該一般建設業の許可に

係る建設業と同一の種類の建設業に係る特定建設業の許可を、被相続人が特定建設業の許可を

受けていた場合にあつては相続人が当該特定建設業の許可に係る建設業と同一の種類の建設業

に係る一般建設業の許可を受けている場合を除く。）は、その相続人は、国土交通省令で定める

ところにより、被相続人の死亡後三十日以内に次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に

定める者に申請して、その認可を受けなければならない。 
一 被相続人が国土交通大臣の許可を受けていたとき 国土交通大臣 
二 被相続人が都道府県知事の許可を受けていたとき 当該都道府県知事。ただし、次のいず

れかに該当するときは、国土交通大臣とする。 
イ 相続人が国土交通大臣の許可を受けているとき。 
ロ 相続人が当該都道府県知事以外の都道府県知事の許可を受けているとき。 

２ 相続人が前項の認可の申請をしたときは、被相続人の死亡の日からその認可を受ける日又は

その認可をしない旨の通知を受ける日までは、被相続人に対してした建設業の許可は、その相

続人に対してしたものとみなす。 
３ 第七条及び第八条の規定又は同条及び第十五条の規定は一般建設業の許可を受けていた被相

続人又は特定建設業の許可を受けていた被相続人に係る第一項の認可について、前条第五項の

規定は第一項の認可をしようとする承継に係る建設業の許可又は相続人が受けている建設業の

許可について、それぞれ準用する。 
４ 第一項の認可を受けた相続人は、被相続人のこの法律の規定による建設業者としての地位を

承継する。 
５ 前条第六項及び第七項の規定は、前項の規定により被相続人の建設業者としての地位を承継

した相続人について準用する。 
（注） 
第１項の「国土交通省令」=建設業法施行規則第十三条の三 

 



（様式５） 

審査基準（申請に対する処分関係） 

（許認可等の基準） 
 

（許可の基準） 
第七条 国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を受けようとする者が次に掲げる基準に適合して
いると認めるときでなければ、許可をしてはならない 
一 建設業に係る経営業務の管理を適正に行うに足りる能力を有するものとして国土交通省令
で定める基準に適合する者であること。 

二 その営業所ごとに、次のいずれかに該当する者で専任のものを置く者であること。 
イ 許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し学校教育法（昭和二十二年法律第二十
六号）による高等学校（旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）による実業学校を含む。
第二十六条の七第一項第二号ロにおいて同じ。）若しくは中等教育学校を卒業した後五年以
上又は同法による大学（旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学を含む。同号
ロにおいて同じ。）若しくは高等専門学校（旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）
による専門学校を含む。同号ロにおいて同じ。）を卒業した（同法による専門職大学の前期
課程を修了した場合を含む。）後三年以上実務の経験を有する者で在学中に国土交通省令で
定める学科を修めたもの 

ロ 許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し十年以上実務の経験を有する者 
ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものと
認定した者 

三 法人である場合においては当該法人又はその役員等若しくは政令で定める使用人が、個人で
ある場合においてはその者又は政令で定める使用人が、請負契約に関して不正又は不誠実な行
為をするおそれが明らかな者でないこと。 

四 請負契約（第三条第一項ただし書の政令で定める軽微な建設工事に係るものを除く。）を履
行するに足りる財産的基礎又は金銭的信用を有しないことが明らかな者でないこと。 

（注） 第一号の「国土交通省令で定める基準に適合する者」 ＝建設業法施行規則第七条 
第二号イの「国土交通省令で定める学科」 ＝建設業法施行規則第一条 
第二号ハの「同等以上の知識及び技術又は技能を有するもの」 

＝建設業法施行規則第七条の三、平成17年12月16日国土交通省告示第1424号 
第三号の「政令で定める使用人」 ＝建設業法施行令第三条 
第四号の「政令で定める軽微な建設工事」 ＝建設業法施行令第一条の二 
 

第八条 国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を受けようとする者が次の各号のいずれか（許
可の更新を受けようとする者にあつては、第一号又は第七号から第十四号までのいずれか）に
該当するとき、又は許可申請書若しくはその添付書類中に重要な事項について虚偽の記載があ
り、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、許可をしてはならない。 
一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
二 第二十九条第一項第七号又は第八号に該当することにより一般建設業の許可又は特定建設
業の許可を取り消され、その取消しの日から五年を経過しない者 
 



（様式５） 

審査基準（申請に対する処分関係） 
三 第二十九条第一項第七号又は第八号に該当するとして一般建設業の許可又は特定建設業の許可の

取消しの処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十五条の規定による通知があつた日から
当該処分があつた日又は処分をしないことの決定があつた日までの間に第十二条第五号に該当する旨の
同条の規定による届出をした者で当該届出の日から五年を経過しないもの 

四 前号に規定する期間内に第十二条第五号に該当する旨の同条の規定による届出があつた場合にお
いて、前号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人の役員等若しくは政令で定める使用人であつ
た者又は当該届出に係る個人の政令で定める使用人であつた者で、当該届出の日から五年を経過しない
もの 

五 第二十八条第三項又は第五項の規定により営業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない
者 

六 許可を受けようとする建設業について第二十九条の四の規定により営業を禁止され、その禁止の
期間が経過しない者 

七 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなつた
日から五年を経過しない者 

八 この法律、建設工事の施工若しくは建設工事に従事する労働者の使用に関する法令の規定で政令
で定めるもの若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）の
規定（同法第三十二条の三第七項及び第三十二条の十一第一項の規定を除く。）に違反したことにより、
又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二
百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十
号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受け
ることがなくなつた日から五年を経過しない者 

九 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員又は同号に規
定する暴力団員でなくなつた日から五年を経過しない者（第十四号において「暴力団員等」という。） 

十 心身の故障により建設業を適正に営むことができない者として国土交通省令で定めるもの 

十一 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号又は次号
（法人でその役員等のうちに第一号から第四号まで又は第六号から前号までのいずれかに該当する者の
あるものに係る部分に限る。）のいずれかに該当するもの 

十二 法人でその役員等又は政令で定める使用人のうちに、第一号から第四号まで又は第六号から第
十号までのいずれかに該当する者（第二号に該当する者についてはその者が第二十九条の規定により許
可を取り消される以前から、第三号又は第四号に該当する者についてはその者が第十二条第五号に該当
する旨の同条の規定による届出がされる以前から、第六号に該当する者についてはその者が第二十九条
の四の規定により営業を禁止される以前から、建設業者である当該法人の役員等又は政令で定める使用
人であつた者を除く。）のあるもの 

十三 個人で政令で定める使用人のうちに、第一号から第四号まで又は第六号から第十号までのいず
れかに該当する者（第二号に該当する者についてはその者が第二十九条の規定により許可を取り消され
る以前から、第三号又は第四号に該当する者についてはその者が第十二条第五号に該当する旨の同条の
規定による届出がされる以前から、第六号に該当する者についてはその者が第二十九条の四の規定によ
り営業を禁止される以前から、建設業者である当該個人の政令で定める使用人であつた者を除く。）の
あるもの 

十四 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

（注）  第八号の「政令」＝建設業法施行令第三条の二 

第四号、第十二号及び第十三号の「政令」＝建設業法施行令第三条 

第十号の「国土交通省令で定めるもの」＝建設業法施行規則第八条の二 



（様式５） 

審査基準（申請に対する処分関係） 
第３節  特定建設業の許可 

（許可の基準） 

第十五条 国土交通大臣又は都道府県知事は、特定建設業の許可を受けようとする者が次に掲げ
る基準に適合していると認めるときでなければ、許可をしてはならない。 
一 第七条第一号及び第三号に該当する者であること。 
二 その営業所ごとに次のいずれかに該当する者で専任のものを置く者であること。ただし、施

工技術（設計図書に従つて建設工事を適正に実施するために必要な専門の知識及びその応
用能力をいう。以下同じ。）の総合性、施工技術の普及状況その他の事情を考慮して政令で
定める建設業（以下「指定建設業」という。）の許可を受けようとする者にあつては、その営業所
ごとに置くべき専任の者は、イに該当する者又はハの規定により国土交通大臣がイに掲げる
者と同等以上の能力を有するものと認定した者でなければならない。 
イ 第二十七条第一項の規定による技術検定その他の法令の規定による試験で許可を受け

ようとする建設業の種類に応じ国土交通大臣が定めるものに合格した者又は他の法令の規
定による免許で許可を受けようとする建設業の種類に応じ国土交通大臣が定めるものを受
けた者 

ロ 第七条第二号イ、ロ又はハに該当する者のうち、許可を受けようとする建設業に係る建設
工事で、発注者から直接請け負い、その請負代金の額が政令で定める金額以上であるも
のに関し二年以上指導監督的な実務の経験を有する者 

ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者 
三 発注者との間の請負契約で、その請負代金の額が政令で定める金額以上であるものを履行

するに足りる財産的基礎を有すること。 
 
（注）第二号ただし書の「政令で定める建設業」 ＝建設業法施行令第五条の二 

第二号イの「国土交通大臣が定める試験及び免許」 

＝昭和63年６月６日建設省告示第1317号 

第二号ロの「政令で定める金額」 ＝建設業法施行令第五条の三 

第二号ハの「国土交通大臣の認定」＝平成元年１月30日建設省告示第128号 

第三号の「政令で定める金額」 ＝建設業法施行令第五条の四 

（準用規定） 

第十七条 第五条、第六条及び第八条から第十四条までの規定は、特定建設業の許可及び特
定建設業の許可を受けた者（以下「特定建設業者」という。）について準用する。 

（財産要件） 

○建設業許可事務ガイドラインについて（平成13年４月３日国総建第97号） 

＜一般建設業の許可を受ける場合＞ 

次のいずれかに該当すること。 

（イ） 自己資本の額が500 万円以上であること。 

（ロ）  500万円以上の資金を調達する能力を有すること。 

（ハ）  許可申請直前の過去５年間許可を受けて継続して営業した実績を有すること。 

＜特定建設業の許可を受ける場合＞ 

次のすべてに該当すること。 

（イ）  欠損の額が資本金の額の20％を超えていないこと。 

（ロ）  流動比率が75％以上であること。 

（ハ）  資本金の額が2,000万円以上であり、自己資本の額が、4,000万円以上であること。 



 


